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論 文 学生論文特集

ゴール指向洗練パターン駆動によるユースケースモデリング*

本田 耕三†a) 平山 秀昭† 中川 博之†† 田原 康之†

大須賀昭彦†

Goal Oriented Refinement Pattern Driven Use Case Modelling∗

Kozo HONDA†a), Hideaki HIRAYAMA†, Hiroyuki NAKAGAWA††,
Yasuyuki TAHARA†, and Akihiko OHSUGA†

あらまし ゴール指向要求分析手法 KAOS は，要求を系統的，論理的にモデリングできる要求分析手法であ
る．本論文では，ゴール指向要求分析の成果をオブジェクト指向設計プロセスに組込むことを意図して，KAOS

モデルをユースケースモデルに変換するアプローチを提案する．この変換は洗練パターンを媒体としている．提
案アプローチにより作成したユースケースモデルとあらかじめ用意された基準モデルを比較し，提案アプローチ
適用の効果を評価するために，米国 ATMシステムを事例とするユースケースモデリングに提案アプローチを適
用した．この結果，提案アプローチは効果的に適用され，モデル変換における洗練パターンの意味（シナリオ）
の継承と属人性の排除について効果を確認できた．

キーワード ゴール指向要求分析，KAOS モデル，要求抽出，要求定義，ユースケースモデル

1. ま え が き

要求定義工程から設計工程への移行とは，ユーザの

視点で定義した要求を内部の構造と振舞いに置換え，

その実現方法を具体化することである．要求定義と設

計の要素間には，論理的根拠に基づく妥当性と相互追

跡性が必要となる [1]．

要求定義工程と設計工程にはそれぞれ実績ある手

法が存在する．要求定義工程では，要求を網羅的，論

理的に抽出・分析して体系的に定義できると定評のあ

るゴール指向要求分析手法がある．KAOS [2]，i* [3]，

及び NFR フレームワーク [4] はその代表的な手法で

ある．ゴール指向要求分析手法を使うと，個人の能力

に過度に依存することなく，抽象目標から論理的に要

求を抽出できる．このようにして抽出された要求は，

必要となる根拠や要求間の関係が体系的にモデル化さ
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れていて，その合理性の確保を期待できる．しかし，

こうして合理的に定義することができた要求を，漏れ

なく設計に反映して実装する体系だった手順は，まだ

確立されていない．

設計工程では，要求の定義から設計，実装の各工

程までを幅広くサポートし，静的構造と振舞いの実

現方法を効果的に記述する統一モデリング言語（以

降，UML）[5] を用いたオブジェクト指向開発手法が

広く利用されている．要求をユースケースモデルで

定義し体系的に設計・実装へと具体化する手法とし

ては，ICONIX プロセス [6], [7] や Rational Unified

Process（以降，RUP）[8]のように確立されたものが

あり，実務で活用されている．しかし，ユースケース

モデルのみによる要求の抽出・分析は，要求の体系化

や論理的根拠の面で十分とは言えず，ゴール指向やそ

の他の要求分析手法を事前に利用して要求を抽出する

ことが多い．そして，抽出された要求をこれらの要求

分析手法からユースケースモデルに反映するときに発

生するギャップ，すなわち抽出した要求の情報が漏れ

てしまうことが，問題となっている．

本論文では，KAOSによる要求モデルをユースケー

スモデルに変換するアプローチを提案する．提案アプ

ローチは大きく次の二つのプロセスで構成され，全体
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を通して，ゴールモデルの洗練パターンによって駆動

される．

（ 1） ユースケース図への変換

（ 2） イベントフロー図への変換

本提案の目的は，KAOSモデルのセマンティクスを，

洗練パターンを介して ICONIX プロセスに反映する

ことである．洗練パターンとは，それを使うとゴール

を戦略的に分解できると Lamsweerde [9]が推奨して

いる ANDグラフの基本的な分解パターンである．モ

デル間の変換をそれぞれのセマンティクスを含む洗練

パターンを介して実施することにより，洗練パターン

で意味づけられた要求定義モデルの情報（シナリオ）

を，各モデル間の変換で逐次継承することができる．

また，洗練パターンを介したモデル間の変換それぞれ

は変換規則に従って実施されるため，変換の多くの部

分を自動化でき，モデル作成における属人性の排除を

期待できる．

また，提案アプローチの有効性を確認するために，

米国の ATMシステムを事例にとり提案アプローチを

適用した．その中で，提案アプローチにより作成した

ユースケースモデルと要求記述とともに提供されてい

るユースケースモデルを比較・検証した．

2. 以降の内容について説明する．まず 2. では，既

存の技術でゴール指向要求分析の代表的な手法の一つ

である KAOS を「遮断バーの安全踏切」のモデルを

使って説明する．次の 3. では，オブジェクト指向開

発プロセスにおけるユースケースモデルの位置付けを

説明する．4. では KAOSモデルからユースケースモ

デルへの変換アプローチを提案し，「遮断バーの安全踏

切」を具体例として説明する．5. では，そのアプロー

チの有効性を確認するため，事例（米国 ATMシステ

ム）に提案アプローチを適用し検証した．また，次の

6. では，関連研究について述べ，最後に，7. で今後

の課題，研究等について述べる．

2. ゴール指向要求分析手法KAOS

KAOS はゴール指向要求分析の代表的な手法の一

つである．抽象的なゴールを最終目標に設定し，それ

を AND/ORグラフで洗練・詳細化することによって

システムに対する要求を分析・抽出化する [2]．シス

テムに対応するエージェントに達成の責務を割当てる

ことができるリーフゴールが，システムに対する要求

である．本論文では以降，説明のため，リーフゴール

として抽出した要求を要求ゴールと呼ぶ．KAOSは，

図 1 遮断バー安全制御の KAOS モデル例 (一部省略)

Fig. 1 Example of KAOS model expresses portions

of cross bar safety control.

ゴール（Goal），責任（Responsibility），オブジェクト

（Object），操作（Operation）の基本 4モデルで構成

され，ゴールモデルを中心に要求を分析する．KAOS

はゴールから操作要求を導くのに有効である [10]．ま

た，要求モデリングのみならず設計モデリングにも踏

み込んで使用されている [11], [12]．

KAOS モデルの例として，図 1 に鉄道踏切を安全

に制御する踏切コントローラの一部である遮断バー安

全制御のモデルを示す．列車の接近/非接近に応じた

遮断バーの安全な開閉制御に関する要求モデルである

が，本提案の説明において冗長と判断した部分は省略

している．

3. ユースケースモデル

ユースケースモデルはユースケース図とユースケー

ス記述で構成される．ユースケース記述には，ユース

ケース図の説明としてユースケースのシナリオや事

前・事後条件などが記述される．シナリオはイベント

フローで表現されることが多く，ユースケース記述の

中心的な情報である．本論文でも，ユースケース記述

に該当するものとして，イベントフロー図を採用して

いる．ユースケースモデルは，オブジェクト指向開発
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における要求定義モデルとして頻繁に使用される．例

えば，ICONIX はユースケース駆動プロセスであり，

獲得された要求がユースケースモデルに適切に反映さ

れていれば，要求を正しく反映した設計が期待できる．

しかし，ユースケースモデルは要求を利用者等のアク

ターとシステムとの間のインタラクションとして定義

するものであり，要求を体系的，論理的に抽出する方

法を提供するものではない．したがって，要求抽出に

はユースケースモデルよりも体系的，論理的に要求を

抽出，分析できるゴール指向要求分析手法 KAOS の

方がより適していると言える．

4. KAOSモデルからユースケースモデル
への変換アプローチ

4. 1 変換アプローチの概要

全体に渡って変換を駆動するゴールモデル洗練パ

ターン 6 種類の一覧を表 1 に示す．KAOS ゴールモ

デルを，ユースケースと親和性が高い操作モデルを介

して，ユースケースモデル（ユースケース図とイベン

トフロー図）に変換する．これによって，ゴール指向

に基づいたユースケースモデルを作成することができ

る．入力となる KAOS ゴールモデルは，洗練パター

ンによる詳細化でシステム範囲が決定され，関連する

エージェントやエンティティ等オブジェクトを含めて

モデル化されたものを対象としている．一方，出力と

なるユースケース図では，ユースケースとアクターと

の関連及びユースケース間の関連が表現される．その

ユースケース記述として，ユースケースのシナリオ

をイベントフロー図で表現した．事前・事後条件はア

クター間のメッセージや参照する情報に含めるように

した．提案アプローチは，ユースケース図に変換する

STEP1～5とイベントフロー図に変換する STEP6～

8で構成される．変換処理全体は図 2 のフローとなる．

図 2 の中の数字は，ステップ番号（ex.STEP1.）を示

している．各ステップの自動/半自動/手動の区別，新

規/既存の区別，及び概要は次のようになる．ここで，

先頭の各数字はステップ番号に相当し，“新規”と書か

れたステップは，提案アプローチにおいて新規に導入

するステップを表す．

1. 一段の ANDグラフ抽出（自動，既存）

2. ゴールモデル → 操作モデル変換（半自動，新規）

3. 操作モデル → ユースケース図変換（自動，新規）

4. ユースケース図/KAOSモデル相互洗練

（手動，既存）

表 1 ゴールモデルの洗練パターン一覧
Table 1 View of Goal model refinement pattern.

洗練パター
ン名

説 明

マ イ ル ス
トーン駆動

幾つかのマイルストーンを経由して目標状態
に到達するパターン

ケース分解 複数の独立したサブ状態から成る目標状態を
実現するパターン

ガード条件
導入

ガード条件成立時に目標状態に到達できるパ
ターン

分割・統治 単純なサブゴールに分解してそれごとに実現
するパターン

モニタ不能
駆動

関心事のモニタ能力がないときにモニタ機能
を外部に割振るパターン

制御不能駆
動

関心状態の制御能力がないときに外部に制御
を割振るパターン

図 2 ゴールモデルからユースケースモデルへの変換フロー
Fig. 2 Transformation flow from a goal model to a

use case model.

5. ユースケース図の統合（自動，新規）

6. 洗練パターンによる要求ゴール分解（手動，既存）

7. ゴールモデル → 操作モデル変換（半自動，新規）

8. 操作モデル→イベントフロー図変換（自動，新規）

STEP2，STEP3，STEP7，STEP8 では，それぞ

れ洗練パターンを介したモデル間の変換を実施する．

各モデルにおいて洗練パターンに基づいた変換テン

プレートを定義した．変換テンプレートとは，洗練パ

ターンに対応した各モデルのパターンである．それ

ぞれの変換では，QVT [13]による変換規則に従って，

変換テンプレートの置換えと情報のマッピングを実施

する．この結果，洗練パターンによる要求定義モデル

シナリオの継承と，変換における属人性の排除を期待

できる．

上述の内容を踏まえ，STEP1～STEP8までの変換

240



論文／ゴール指向洗練パターン駆動によるユースケースモデリング

アプローチ全体の流れを説明する．以降，“一つの親

ゴールとその直下のサブゴールによる AND グラフ”

を説明のため “一段の ANDグラフ”と呼ぶ．STEP1

で，リーフゴール（要求ゴール）を探索し，それをサ

ブゴールとして含む一段の AND グラフを抽出する．

次の STEP2では，抽出した ANDグラフそれぞれを，

操作モデルの変換テンプレートを利用した変換規則に

従って，機械的に操作モデルに変換する．この STEP

では，新たに環境エージェントとイベントの名称を手

動で追記する．更に STEP3で，それぞれの操作モデ

ルを，ユースケース図の変換テンプレートを利用し

た変換規則に従って，機械的にユースケース図に変換

する．ここで得られるユースケース図は，STEP1 で

抽出された一段の ANDグラフそれぞれに対応してい

る．STEP4 では，それぞれのユースケース図を全体

として俯瞰し，必要があれば修正する．例えば，共通

ユースケースの抽出，包含・拡張・汎化/特化関係の

見直し，ユースケースの分割・結合等の修正である．

修正結果を KAOS モデルに反映し，それぞれのユー

スケース図を確定する．これまでに得られた各階層一

段ごとのユースケースについて，STEP5 では，上位

階層のユースケースに下位階層のユースケース（サブ

ユースケース）を代入することによって機械的に統合

する．ここまでの STEP で，要求ゴール間の関連に

相当するユースケース図を得ることができる．以降の

STEPでは，個々のユースケースのユースケース記述

に相当するイベントフロー図を求める．

STEP6 では，要求ゴールにおけるシステムと外部

環境とのインタラクションシナリオを明確にするため

に，一つのイベントだけに関わるゴールをサブゴー

ルとする ANDグラフを抽出するまで要求ゴールを階

層的に分解する．このゴール分解にも，洗練パターン

（表 1）を利用する．このようにして分解した要求ゴー

ルごとに，STEP1 と同様に ANDグラフを一段ずつ

抽出し，以降のステップでイベントフロー図に変換す

る．STEP7では，STEP2と同じアルゴリズムで，一

段ごとの ANDグラフをそれぞれ操作モデルに変換す

る．最後に STEP8で，それぞれの操作モデルを，イ

ベントフロー図の変換テンプレートを利用した変換規

則に従って，機械的イベントフロー図に変換する．こ

うして，STEP5でユースケース図が得られ，STEP8

でユースケースそれぞれのイベントフロー図が得ら

れる．

4. 2 変換テンプレート

洗練パターンごとの各モデルの変換テンプレート一

覧を図 3 に示す．KAOSモデルのメタモデル（図 4）

及びユースケースモデルのメタモデル（図 5）に基づ

いて，これら変換テンプレートを定義した．

KAOSモデルのメタモデル（図 4）は，Heaven and

Finkelstein [14]の KAOSモデルのメタモデルに，変

換テンプレートで利用している関連情報を明示のた

めに追記したものである．ユースケースモデルのメタ

モデル（図 5）は，OMGの Superstructure Specifi-

cation [15]で定義している Use caseのメタモデルに，

Event Flow のメタモデルを UseCaseDescription で

関連付けて作成した．Event Flow のメタモデルとし

て，Eclipse Modeling Framework（EMF）で使用さ

れている Sequence Diagram のメタモデル [16] を用

い，KAOSモデルのメタモデル同様，変換テンプレー

トで利用している関連情報を明示のために追記した．

変換テンプレート（図 3）の構成について，各モデ

ルごとに説明する．

ゴールモデルの変換テンプレート

親ゴールの実現シナリオをより明確に表現するために，

Lamsweerdeの洗練パターン（ゴールモデル）にソフ

トウェアエージェント，環境エージェント，及びエン

ティティを関連付けたものを，ゴールモデルの変換テ

ンプレートとした．

操作モデルの変換テンプレート

親ゴールを実現する操作の流れを構成している．各操

作は，必要なエンティティを入出力することによって

それぞれのサブゴールを実現する．その結果，最終的

に親ゴール実現に相当する結果イベントを出力する．

また，操作の流れと利害関係者を明示するために，操

作を起動する開始イベント，操作間をつなぐ中間イベ

ント，最終結果となる結果イベント，及びそれらイベ

ントと関連付けられる環境エージェントも構成要素と

して記述している．

操作モデルの変換テンプレートは，洗練パターン

のシナリオに従ってそれぞれ構成されており，それに

よってゴールモデル洗練パターンの意味を継承してい

る．すなわち，図 3 の操作モデルの列を参照しながら

説明すると，マイルストーン駆動では，マイルストー

ンに対応するイベント 2を仲介として操作 B，Cを逐

次駆動し，親ゴールに相当するイベント A を出力す

る；ケース分解では，それぞれのケースに対応して操

作 B，Cを実行し，それぞれのケースにおける親ゴー
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図 3 KAOS →ユースケースモデル変換テンプレート一覧
Fig. 3 A list of templates to use for transforming KAOS models to use case models.

ルに相当するイベント Aを出力する；ガード条件導入

では，操作 Bで現状態を維持しているときに，ガード

条件発生を操作 Cが認識すると，それによって操作 D

が親ゴールに相当するイベント Aを出力する；分割・

統治では，サブゴールをそれぞれ独立に実現する操作

Bと Cの出力イベントを統合して，親ゴールに相当す
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るイベント Aを出力する；モニタ不能駆動では，環境

エージェントによるモニタ結果を操作 Bで取得し，そ

れを使って操作 C が親ゴールに相当するイベント A

を出力する；制御不能駆動では，操作 Bによる制御内

容を操作 Cで環境エージェントに委託し，その結果親

図 4 KAOS モデルのメタモデル（ [14] を一部省略/詳
細化）

Fig. 4 KAOS Meta Model.

図 5 ユースケースモデルのメタモデル（ [15], [16] を一部省略/詳細化）
Fig. 5 Meta Model of Use Case Model.

ゴールに相当するイベント Aを出力する．

ユースケース図の変換テンプレート

ユースケースにアクターを関連付け，親とサブユース

ケースの分解関係を明確にするため，ケース分解の場

合を除いて，親ユースケースはサブユースケースを

<<include>>する．更に，それらユースケースを洗

練パターンのシナリオに従って関連付けることによっ

て，ゴールモデル洗練パターンの意味を継承している．

すなわち，図 3 のユースケース図の列を参照しなが

ら説明すると，マイルストーン駆動では，サブユース

ケース B と C を <<precedes>> で関連付けマイル

ストーンによる駆動順序を定義している；ケース分解

では，サブゴールそれぞれの達成が各ケースにおける

親ゴールの達成に相当するので，サブユースケース B

と Cそれぞれと親ユースケースは汎化/特化の関係で

関連付ける；ガード条件導入では，サブユースケース

Cでのガード条件発生認識結果を受けて，サブユース

ケース Dで目標を達成する順序とするため，サブユー

スケース C と D を <<precedes>> で関連付けてい

る．更に，それらの実行は現状態であることが条件と

なるので，サブユースケース Cと Dは現状態を維持

するサブユースケース B に依存する構成となる；分

割・統治では，分割されたサブユースケース B と C

の実行結果を親ユースケース A で統合する構成とす

る；モニタ不能駆動では，外部でのモニタ内容をサブ

ユースケース Bで認識し，その結果を受けてサブユー
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スケース Cで目標を達成する構成となる．そのため，

サブユースケース B と C を <<precedes>> で関連

付けている；制御不能駆動では，サブユースケース B

で仮想的に制御した内容をサブユースケース Cで具体

的な制御として外部に委託するので，サブユースケー

ス Bと Cを <<precedes>>で関連付ける．

イベントフロー図の変換テンプレート

イベントフロー図の表記はシーケンス図に準じてい

る．ライフラインとしてアクター，ソフトウェア機能，

エンティティを配置している．更に，ソフトウェア機

能をメインとサブの機能に分け，洗練パターンの親子

関係を継承できるようにした．メインの機能はサブの

機能を起動し，洗練パターンのシナリオに従って，イ

ベントフローを駆動する．サブの機能はエンティティ

を入出力し具体的なイベント処理を実行する．洗練パ

ターンそれぞれのシナリオを，主要なメッセージを添

えた相互作用フラグメントの組み合わせで表現するこ

とにより，ゴールモデルの洗練パターンの意味を継承

している．すなわち，図 3 のイベントフロー図の列を

参照しながら説明すると，マイルストーン駆動では，

マイルストーンの順番に従ったイベントの流れを表現

している．図中の “A()”，“B()”，“C()”，“1()”，及

び “2()”はそれぞれメッセージを示す．他のパターン

でも同様である；ケース分解では，複合フラグメント

の分岐による処理を使って，ケースごとの相互作用を

表現している；ガード条件導入では，複合フラグメン

トの特定条件による処理を使ってガード条件発生時の

相互作用を表現している；分割・統治では，分割され

たイベントが個々に実行され，最後に統合される必要

図 6 ゴールモデル→操作モデル変換規則（QVT）
Fig. 6 Rule for Goal Model to Operation Model.

があるため，複合フラグメントの並行処理を使って相

互作用を表現している；モニタ不能駆動では，外部で

モニタされた情報を使った相互作用のフローとなって

いる；制御不能駆動では，仮想的に処理した制御内容

を外部に委託するフローとなっている．

4. 3 変換アルゴリズム

4. 1 で概説した変換アプローチの各 STEPのうち，

新規に提案する STEP2 (STEP7)，STEP3，STEP5，

STEP8について，詳細に説明する．

STEP2 (STEP7)： 図 6 に示した QVTによる変

換規則に従い，ゴールモデルから操作モデルに変換す

る．上段の左右のモデルはそれぞれゴールモデルと操

作モデルにおける変換テンプレートのメタモデルであ

る．ともに，KAOSモデルのメタモデル（図 4）に基

づいている．すなわち，ゴールは洗練パターンで関連

づけられ，ゴールを分解して得られる要求（要求ゴー

ル）はアクション（操作）によって操作できるように

なるという関係から，操作も洗練パターンで関連付け

られる．また，エージェント，イベント，エンティティ

などは，KAOS モデルのメタモデルに基づき，ゴー

ルまたは操作に関連付けられる．下段のWhen 節と

Where節は，上段左右に記述されているモデルの要素

間のマッピング規則を示している．

前 STEP で抽出した AND グラフを操作モデルの

変換テンプレートで置換えた後，下段のWhen 節と

Where節の規則に従ってモデル要素間の情報をマッピ

ングすると変換が終了する．ただし，イベントとそれ

に関連付けられる環境エージェントはこのステップで

初めて抽出されるため，それらの名称を最後に手動で
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図 7 操作モデル→ユースケース図変換規則（QVT）
Fig. 7 Rule for Operation Model to Use Case Diagram.

入力する．

STEP3： 前 STEPで変換した操作モデルを，QVT

による変換規則（図 7）に従って，ユースケース図に変

換する．図 7 における上段左右のモデルは，それぞれ

操作モデルとユースケース図の変換テンプレートのメ

タモデルである．左側のモデルは，図 6 の出力側のモ

デルと同じものである．右側のモデルは，ユースケー

スモデルのメタモデル（図 5）における UseCaseの部

分（図の左側部分）に基づいている．すなわち，洗練

パターンの意味（シナリオ）に合うように，Directe-

dRelationshipの関係（Precedes等）を使ってユース

ケースを関連付け，そのユースケースにアクターを関

連付けている．下段のWhere 節の規則に従って，左

右モデルのモデル要素間をマッピングする．

STEP5： STEP3または STEP4での変換結果で

ある各階層一段ごとのユースケースについて，上位階

層のユースケースにそれを分解した下位階層のユース

ケース（サブユースケース）を代入し統合する．これ

を全階層について実施することにより，最下層のユー

スケース間の関連に統合することができる．ケース

分解洗練パターンでは，サブゴールそれぞれの達成

は各ケースにおける親ゴールの達成に相当するので，

親ゴールとサブゴールは汎化/特化の関係にある．し

たがって，ケース分解の場合については，この関係を

ユースケースの統合前後でも明示するために，親ユー

スケースとサブユースケースを汎化/特化の関係で関

連付け，統合後もこの関係を明記する．

STEP8： 前 STEPで変換した操作モデルを，QVT

による変換規則（図 8）に従って，イベントフロー図

に変換する．図 8 上段左，右のモデルは，それぞれ

操作モデルとイベントフロー図の変換テンプレート

のメタモデルである．左側のモデルは，図 6 の出力

側のモデルと同じものである．右側のモデルは，ユー

スケースモデルのメタモデル（図 5）における Use-

CaseDescriptionの部分（図の右側部分）に基づいて

いる．すなわち，アクター，ソフトウェア機能（メイン

ソフトウェア機能またはサブソフトウェア機能），エン

ティティオブジェクト，及びメッセージからなるライ

フラインと，それらライフライン間のメッセージから

なるインタラクションを使って，洗練パターンに合っ

たイベントフローを構成する．また，インタラクショ

ンはインタラクションフラグメントで構成され，複合

フラグメントもインタラクションフラグメントの一つ

である．洗練パターンの種類によって，単純なインタ

ラクションフラグメントを使ったり，複合フラグメン

トを使ったりする．下段のWhere節の規則に従って，

左右モデルのモデル要素間をマッピングする．

以上，新規に提案するそれぞれの変換アルゴリズム

を詳細に説明した．これまでに説明した変換テンプ

レート（図 3）や QVTによる変換規則（図 6，図 7，

図 8）は，各洗練パターンの基本的な型に対する変換

の基本形を定義している．マイルストーン駆動のマイ

ルストーンが二つ以上の場合，ケース分解で 3 ケー

ス以上の場合，分割・統治で 3分割以上の場合など基
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図 8 操作モデル→イベントフロー図変換規則（QVT）
Fig. 8 Rule for Operation Model to Event Flow Diagram.

本的な型からはずれる場合は，基本形で変換の枠組み

を決定した後，ゴールモデルの情報に基づきマイル

ストーンを増やす等拡張することで対応可能である．

また，各ゴール，各イベントにそれぞれソフトウェア

エージェント，環境エージェントを一つずつ割り当て

ているが，それらは同一エージェントであっても良い．

また，親ゴールに複数のエージェントが関与する場合

やゴールに関連するオブジェクトが複数ある場合は，

できるだけそれらを汎化した名称にしたり，それらを

併記した名称とすることで対処できる．逆にない場合

には，とりあえずダミーとして付与し，STEP8 終了

後に見直すことによって必要であれば修正する．なお，

STEP6 の要求ゴールの分解はゴールとイベントが 1

対 1になると終了するので，ゴールに対応するイベン

トは必ず存在する．

提案する変換アルゴリズムは，洗練パターンを用い

てモデリングしたゴールモデルを対象としている．洗

練パターンを使用していない AND/OR分解の部分は

対象外のため変換されない．その詳細は本論文の範囲

外となるので省略するが，STEP4 または STEP8 終

了後に見直しが必要である．OR分解の場合は，代替

処理になるので修正せずそのまま分離するのが適切で

あると考える．AND分解の場合は，必須処理になる

ので，ユースケース若しくはイベント処理として追加

するのが適切であると考える．また，アクターとユー

スケースとの関連で多重度を明記する場合があるが，

現時点では対応していない．

4. 4 具体例によるユースケースモデルまでの変換

の流れ

図 1 を事例として，提案アプローチによる変換の

流れを具体的に説明する．Pxxは洗練パターンによる

ANDグラフである．

4. 4. 1 要求ゴールを含む ANDグラフ抽出

（STEP1）

図 1 において，要求ゴールを含む ANDグラフ一段

の抽出例として，G2を分解している P2と P22があ

る．複雑化による図の認識悪化を防ぐためゴールに関

連するソフトウェアエージェントやエンティティを一

部省略している．P2 はガード条件導入の洗練パター

ンによる分解である．遮断バー状態開の維持が達成さ

れているときに，列車接近状態の OFFから ONへの

切換えが達成されると遮断バー状態閉への切換が達成

されるシナリオになっている．

4. 4. 2 ゴールモデル→操作モデル変換（STEP2）

P2 は，QVT 変換規則に従って図 9 の操作モデル

に変換される．ガード条件「列車接近状態が OFF→
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図 9 遮断バー閉切換操作モデル
Fig. 9 Operation model of closing cross bar.

図 10 遮断バー閉切換ユースケース図
Fig. 10 Use case diagram of closing cross bar.

ON」に変わったら遮断バーを閉に切換える操作の流

れになっている．

4. 4. 3 操作モデル→ユースケース図変換（STEP3）

図 10 は，操作モデル図 9 を QVT変換規則に従っ

て変換したユースケース図である．ガード条件に対応

するユースケース「列車接近状態を OFF→ ONにす

る」が先行して実行されれば，ユースケース「列車接

近状態 OFF→ ONで遮断バーを閉に切換える」が実

行されることを示している．

4. 4. 4 ユースケース図と KAOSモデル相互洗練

（STEP4）

ここでは，共通ユースケースの抽出を例にとって説

明する．前節で導出した図 10 にユースケース「遮断

バー状態開を維持する」がある．それから，「遮断バー

の現状態を維持する」を共通ユースケースとして分離

でき，その結果をユースケース図に反映させると図 11

が得られる．

4. 4. 5 ユースケース図の統合（STEP5）

図 11 のユースケース図を図 10 のユースケース図

に組込み，更にケース分解 ANDグラフ P22から変換

したユースケース図を組込むと，図 1 の G2を P2と

P22 で詳細化した系統のユースケース図として図 12

図 11 遮断バー開維持改訂ユースケース図
Fig. 11 Revised use case diagram of cross bar main-

tained open.

図 12 遮断バー閉切換改訂ユースケース図
Fig. 12 Revised use case diagram of closing cross bar.

図 13 センサーによる接近検出ゴールモデル
Fig. 13 Goal model of train approaching detected by

sensor.

に統合される．

4. 4. 6 洗練パターンによる要求ゴール分解

（STEP6）

前節で作成した図 12 に含まれるユースケース「列

車接近センサーからの入力で列車接近状態を OFF→

ONにする」を例にとり説明する．このユースケース

に対応する要求ゴールは，図 1 の G221である．モニ

タ不能駆動洗練パターンを使うと，G221 を図 13 の

ように分解できる．ゴール「列車検出時そのときに限

り列車検出状態 ON」によって「列車接近センサー」

からモニタ結果を受取り，その結果ゴール「列車検出

状態 ONで列車接近状態 OFF→ ON」を実現すると

いうシナリオになっている．

4. 4. 7 ゴールモデル→操作モデル変換（STEP7）

ゴールモデル図 13 を，モニタ不能駆動の QVT変
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図 14 センサーによる接近検出操作モデル
Fig. 14 Operation model of train approaching de-

tected by sensor.

図 15 センサーによる接近検出イベントフロー図
Fig. 15 Event flow diagram of train approaching de-

tected by sensor.

換規則に従って，操作モデルに変換すると図 14 にな

る．モニタ不能な部分を列車接近センサーに委ねたこ

とに基づく操作「列車検出入力時そのときに限り列車

検出状態を ON にする」を受けて操作「列車検出状

態 ONで列車接近状態を OFF→ ONにする」を実行

する．

4. 4. 8 操作モデル→イベントフロー図変換

（STEP8）

操作モデル図 14 を，モニタ不能駆動の QVT変換

規則に従って，イベントフロー図に変換すると図 15

になる．列車接近センサーからの「列車接近検出」メッ

セージ入力を処理した後，「列車検出状態ONで列車接

近状態を OFF→ ONにする」を処理する流れになっ

ている．

5. 適 用 評 価

提案アプローチを適用することにより，ゴールモ

デルを半自動的にユースケースモデルに変換できる．

ユースケースモデリングの初心者を被験者として提案

アプローチの適用実験を実施した．実験により，ゴー

ルモデルの洗練パターンによる要求定義シナリオはモ

デル変換において逐次継承されているか（洗練パター

図 16 ATM カードによる占有取引可能な ATM システ
ムゴールモデル（一部省略）

Fig. 16 Goal model of ATM システム exclusively

used with ATM card.

ンの継承），またモデル変換において属人性は排除さ

れているか（属人性の排除）を評価した．

実験では，Bjork [17]が米国 Gordon Collegeのサ

イトに公開している ATM Systemに対する教育用題

材を事例とした．また，このサイトに提供されている

ATMシステムのユースケース図とシステムスタート

アップ，システムシャットダウン，及びセッション部分

のイベントフロー図を基準のユースケースモデル（以

降，基準モデルと呼ぶ）とした．

本章では，適用結果のユースケースモデルと基準モ

デルとの差異は属人性に由来するとして，その差異の

評価をもって属人性の排除の評価とする．ただし，複

雑化を避けるため，ATM内部ログ関連の機能は対象

範囲外とした．また例外処理の分解は省略し，これを

リーフゴールとして扱った．

「ATM カードによる占有取引可能な ATM システ

ム」をトップゴールとするゴールモデル（図 16）を

要求記述書に基づき準備し，被験者はそれに対して提

案アプローチを適用することで，ユースケースモデル

に変換した．すなわち，被験者は，要求記述書を参照

しながら，STEP2，7 の一部と STEP4，6 を手動で

実施し，その他の自動化可能な部分はアルゴリズムに
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従って変換した．

被験者は情報工学系の大学院学生 2 名（A，B）で

あるが，要求分析及び KAOS ゴールモデルについて

は未経験であり，ユースケースモデリングについては

講義による知識を有している程度である．また，ATM

システムについては，日本国内 ATMの一般ユーザと

して有する知識のみである．

5. 1 評価の方法と判断基準

洗練パターンの継承評価については，ゴールモデ

ル図 16 を構成する洗練パターンによるシナリオが，

ユースケース図への各変換においてそれぞれ継承され

ているか，及び STEP6で要求ゴールを分解した洗練

パターンによるシナリオが，イベントフロー図への各

変換においてそれぞれ継承されているかを評価した．

この場合の判断基準は，変換規則を遵守した変換であ

ることと変換結果が洗練パターンの意味を表現できて

いるかどうかである．

モデル変換における属人性の排除評価については，

基準モデルに対する変換結果モデルの適合率と再現率

を算出し，非適合・非再現内容の発生原因と属人性と

の関係について評価した．適合率と再現率は，ユース

ケース図またはイベントフロー図を主要なモデル要素

に分け，それごとに適合するか否かを判定し適合数と

再現数をカウントして計算した．ユースケース図のモ

デル要素は，ユースケースと，一つのアクターとユー

スケースの組の二つであり，イベントフロー図のモデ

ル要素はイベントごとの処理とした．これらのモデル

要素はモデルそれぞれの特徴を直接的に表現するもの

である．

被験者モデルのモデル要素が，基準モデルのモデル

要素に対して，表記が異なっている場合であっても同

等な意味，役割，若しくは振舞いを意図している場合

には適合しているとし，被験者のモデル要素の中に適

合しているものがある場合は再現しているとした．ま

た要求の定義であるため，ユースケース等の内容で適

合しているか否かを判断し，セッション/トランザク

ションどちらの制御機能に含まれるか等の機能割当て

は判断基準とはしなかった．後述する “表 3 ATMシ

ステムユースケース図作成結果の比較”と “表 5 イベ

ントフロー図作成結果の比較” では，‘正’の欄に適合

を ‘○’，非適合を ‘×’で示している．更に本論文では，

基準モデルのモデル要素としては適合していないが，

ATMシステムのモデル要素としては有効であり適合

していると見做せるものを ‘△’で示した．

基準モデルに対する被験者 Aモデルの適合率は “被

験者 Aモデルのモデル要素のうちで適合しているもの

の総数÷被験者 Aモデルのモデル要素の総数”として

いる．また再現率は “基準モデルのモデル要素のうち

被験者 Aモデルのモデル要素によって適合されたもの

の総数÷基準モデルのモデル要素の総数”としている．

5. 2 評 価 結 果

○ 洗練パターンの継承評価

事例における各変換で扱っている洗練パターンの種

類と数を表 2 に示す．これに基づき変換した．

STEP2，3，7，8： 図 16 から抽出された 1 段ず

つの ANDグラフは，STEP2，STEP3により，それ

ぞれ変換規則図 6 に従って操作モデルへ，変換規則

図 7 に従ってユースケース図へと正常に変換された．

それぞれ，マイルストーン駆動，ケース分解，分割・

統治の洗練パターンを継承した操作モデルとユース

ケース図になっている．例えば，マイルストーン駆動

洗練パターンの変換結果を例にとると，操作モデルで

は “「口座取引処理を選択する」→「口座取引処理を実

行する」→「口座取引継続を指定する」”の順番で操

作するように，ユースケース図では <<precedes>>

を使って操作手順と同じく “「口座取引処理を選択す

る」→「口座取引処理を実行する」→「口座取引継続

を指定する」”の順でユースケースが正しく駆動され

るようにそれぞれ変換されている．

同様に，STEP6で被験者A，Bが，洗練パターンを

使って要求ゴールを分解したゴールモデルは，STEP7，

STEP8により，それぞれ変換規則図 6 に従って操作

モデルへ，変換規則図 8 に従ってイベントフロー図へ

と正常に変換された．それぞれ，被験者 Aのモデルは

マイルストーン駆動，ケース分解，及びモニタ不能駆

動の洗練パターンを継承した，被験者 Bのモデルはマ

イルストーン駆動とガード条件導入の洗練パターンを

継承した操作モデルとイベントフロー図になっている．

例えば，被験者 Aのモニタ不能駆動洗練パターンの変

表 2 事例における洗練パターンの種類と数
Table 2 Types and numbers of refinement patterns

in the case study.
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表 3 ATM システムユースケース図作成結果の比較
Table 3 Modeled use case diagrams compared with provided one.

換結果を例にとると，操作モデルではキー操作スイッ

チ ON 情報を受取った後，ATM を起動するように，

イベントフロー図ではキー操作スイッチからの ON情

報を取り込むイベントに続けて，ATMを起動するイ

ベントを処理するようにそれぞれ変換されている．

これまで述べたように，各変換は正常に実行され，

洗練パターンの意味（シナリオ）は正しく継承されて

いることを確認した．

STEP5：被験者 A，B の統合結果ユースケース図

はともに，ケース分解，マイルストーン駆動，及び分

割・統治の関係でユースケースが関連付けられており，

正常に統合されていることを確認できた．

例題の妥当性：各変換は洗練パターンの種類によら

ず，それぞれ一つの変換規則に従っている．すなわち，

STEP2，7では図 6，STEP3では図 7，及び STEP8

では図 8 の QVTによる変換規則に従ってそれぞれ変

換されている．それぞれの変換規則は各洗練パターン

を抽象化したメタモデルの領域で規定されているので，

洗練パターンによる違いは変換規則そのものには影響

しない．このことから，提案したそれぞれの QVTに

よる変換規則を評価するのに，基本的には全ての洗練

パターンを網羅する必要はない．表 2 に示すとおり，

STEP2，7，STEP3，STEP8で確認対象となってい

る洗練パターンの延数は，それぞれ 29，8，21となっ

ており量的にも十分である．

以上述べたことを前提にしたとしても，更に補足的

な評価として洗練パターンの変換を網羅的に確認した

い場合は，類似のパターンで代替的に確認できる．す

なわち，STEP2，7の制御不能駆動は類似のパターン

であるモニタ不能駆動で代替確認でき．STEP3では，

同様に，ガード条件導入とモニタ不能駆動及び制御不

能駆動はマイルストーン駆動で代替確認できる．また，

STEP8では，分割・統治はマイルストーン駆動で，ま

表 4 ATM システムユースケース図要素の適合，再現数
Table 4 Numbers of precise or recalled elements for

modeled use case diagrams.

た制御不能駆動はモニタ不能駆動で代替確認できる．

これまで述べたように，提案している QVT変換規

則による変換の評価は，この適用事例で十分である．

○ 属人性の排除評価

ユースケース図の評価： 表 3 は，ユースケース図

のユースケースとアクターについて，基準モデルと被

験者 A，B モデルの変換結果を比較したものである．

関連するユースケースとアクターは同じ行に並べて表

示している．アクターの右側の ‘正’の欄は，一つのア

クターとユースケースの組が適合するか否かを示して

おり，‘○’で囲った数字は適合している組の数である．

表 3 に基づき計算した適合率と再現率を表 4 にまと

めた．ユースケース（UC）については，被験者 A，B

モデルともに，適合率，再現率は 100%である．一方，

アクターとユースケースの組（[Actor，UC]）は，再

現率はともに 100%だが，適合率については被験者 A

モデルの 64.3%に対し被験者 B モデルは 75.0%と差

が出ている．

[Actor，UC]の適合率について検証する．被験者A，
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Bモデルとも，再現率が 100%であることから，アク

ターの冗長的な抽出が適合率悪化の原因であると考え

られる．STEP2 の最後に環境エージェントの名称を

手動で入力し，それがアクターにマッピングされる．

このことから，この環境エージェント名称の手動入力

が適合率悪化の根本的原因であり，唯一属人性が混入

するところである．モデル変換における属人性の混入

はないと言える．環境エージェント名称の付与規則を

細かく規定することによって属人性の混入を抑制でき

ると考えられる．（今後の研究課題）

イベントフロー図の評価： 表 5は，イベントフロー

図のイベント処理について，基準モデルと被験者 A，

表 5 ATM システムイベントフロー図作成結果の比較
Table 5 Modeled event flows diagrams compared

with provided one.

Bの変換結果を比較したものである．基準モデルのイ

ベント 3及び 16に記された×は，内部処理として記述

されているため，イベント処理としては除外したこと

を示している．それに対して被験者 A，Bは，銀行ま

たはオペレータ間のイベント処理として新たに抽出し

ている．表 5 に基づき計算した適合率と再現率を表 6

にまとめた．‘△’は不適合として計算している．被験

者 A，Bモデルの適合率はそれぞれ 62.5%，78.6%で

あり，再現率はそれぞれ 76.9%，84.6%である．

被験者 Aモデルの不適合等の内容を検証する．イベ

ント 2（△）では，基準モデルは手動で現金額を設定

しているのに対し，被験者 A モデルは現金投入後自

動で設定している．イベント 3，16（△）は，基準モ

デルではイベント処理としては扱われていないもので

ある．被験者 A モデルは，イベント 7 をトランザク

ションの中と重複して実行している．カード・PIN情

報を入力時点で銀行に送信することによって，いろい

ろなチェックに使用できるという拡張性を，要求ゴー

ル分解作業の中で考慮したということである．このよ

うに，これら ‘△’ は基準モデルと厳密には異なるが，

システム的には有効であると言える．イベント 10，11

（×）は，レシート印刷をトランザクションの中では

なくセッションで印刷しているので不適合とした．ま

た，イベント 4のセッション起動は再現されていない．

次に，被験者 B モデルの不適合等の内容を検証す

る．イベント 2（×）では現金投入が記述されていな

い．イベント 3，16（△）の不適合，及びイベント 4

の不再現については被験者 A モデルの場合と同様で

ある．

上述した被験者 A，B モデルの基準モデルに対す

る不適合，不再現内容の発生原因を調べてみると，

STEP6 での要求ゴールの分解結果や STEP7 でのイ

ベントや環境エージェントの名称付与結果に原因がみ

表 6 ATM システムイベントフロー要素の適合，再現数
Table 6 Numbers of precise or recalled elements for

modeled event flow diagrams.

251



電子情報通信学会論文誌 2016/3 Vol. J99–D No. 3

られる．このことから，STEP7，8のモデル変換にお

ける属人性の影響は排除されていることが確認された．

STEP6や STEP7（STEP2と同じ作業）は，ゴール

モデリングに対する熟練度や ATMシステムのドメイ

ン知識など属人的な要素に大きく影響される部分で

ある．

しかし，これらの部分は逆にゴール指向モデリング

の有効な特徴を発揮できる部分でもあり，‘△’のイベ

ント抽出にその効果が表れている．ここで，‘△’を適

合と見做すと，被験者 A，Bモデルの適合率はそれぞ

れ 87.5%，92.9%，再現率は 84.6%，84.6%となって，

被験者 B モデルの再現率は変化しないが，それ以外

は大幅に改善する．このことから，STEP2（STEP7）

と同様に，STEP6 のゴール分解についても，洗練パ

ターンのシナリオに沿った分解規則を細かく規定する

ことによって，属人性を更に抑制しつつゴール指向分

析の有効性を効果的に追及できると考えられる．（今後

の研究課題）

上述したユースケース図，イベントフロー図の評価

結果から，STEP2，3，7，8のモデル変換に起因する

属人性は排除されていることが確認された．手動作業

部分において混入する属人性については，STEP4，若

しくは STEP5，8 終了後の部分的な見直しと修正で

対処できると考える．

妥当性の脅威 何を正解モデルとするかが妥当性の

脅威となる．実務面でのゴール指向要求分析手法の活

用実績は少なく，提案する一連のモデル変換への入力

と出力となる正解モデルを決定するのは難しい．本論

文では，要求記述書から入力となるゴールモデルを作

成し，その変換結果と既存のオブジェクト指向設計に

よるユースケースモデルを基準として比較した．更に，

その差を属人性の影響として評価した．この入力と出

力の正解モデルの内容は，各モデル変換の妥当性評価

への影響は少ないと思われるが，最終変換結果である

ユースケース図やイベントフロー図の評価には影響を

与える．本論文では，その影響をできるだけ緩和でき

るように判定条件を考慮した．

6. 関 連 研 究

KAOSへの洗練パターン適用に関する研究として，

Darimontら [18]は，時相論理で定義したKAOSゴー

ルの一般的な洗練パターンと，それを操作可能とする

イベントによる刺激—応答に基づく操作パターンを提

案している．この洗練パターンは，本論文の提案アプ

ローチでも採用しているが，ゴールモデル作成者の負

担となるため形式手法による記述は使っていない．

ゴール指向からオブジェクト指向開発への展開に

ついては多くの研究がなされている．例えば Lam-

sweerde [9] は，ゴールモデルから要求ゴールを操作

可能とする操作モデルを導出し，そのモデル中に定義

されたそれぞれの操作と環境エージェント（当該操作

の入/出力オブジェクトを制御/モニタする）を関連付

けることによってユースケース図を定義している．操

作モデルの作成は事前/事後条件の特定等経験則によ

るところが大きく，その経験則はそのままユースケー

ス間の関連に反映される．

Robinson and Elofson [19] は，UML による既存

手法と既存のゴール指向要求分析手法を統合し，ゴー

ルから UMLによる設計仕様を導くアプローチを定義

している．サブゴールまたはサブ要求ゴールをユース

ケースステップとして捉え，ゴール階層を生成するの

に洗練パターンをよく使うと説明しているが，ゴール

階層からユースケースを導出する手順の明記はなく，

サブゴール（サブ要求ゴール）をユースケースステッ

プに対応させるという説明に止まっている．

これらのプロセスではゴールからユースケースを経

験則によって導いているが，本論文の提案アプローチ

では洗練パターンを仲介したアルゴリズムによる変換

アプローチを定義し，経験則をできるだけ排したより

負荷の少ない一般的なアプローチとなっている．

[20] は，KAOS モデルをユースケースモデルを介

してロバストネス図に変換するアプローチを説明して

いる．また，[21]は，KAOSモデルからユースケース

モデルへの変換について，その考え方を具体例を示し

ながら説明している．本論文は，それらを発展させ，

KAOSモデルからユースケースモデルへの変換を具体

的なステップに分け，より明確なアルゴリズムでの半

自動による変換アプローチを提案している．

7. む す び

本論文では，KAOSモデルからユースケースモデル

への変換アプローチを提案した．提案アプローチでは，

KAOS モデルを洗練して抽出した要求ゴールを操作

モデルを介してユースケースにマッピングし，洗練パ

ターンによる KAOS の階層構造をユースケース間の

関連に反映させる．同様に，要求ゴールを洗練パター

ンで分解してイベントを抽出し，ユースケースのイベ

ントフロー図に変換する．全体的には半自動的な変換
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であるが，モデル変換の部分は QVTによる変換規則

に従い機械的に実施できる．提案アプローチによる一

連のモデル変換は，洗練パターンの意味（シナリオ）

を継承するとともに，属人性を排除する効果がある．

ICONIXではロバストネス分析を介してシーケンス

図を導出し，クラス間のインタラクションを規定する．

ロバストネス図はユースケースの振舞いをオブジェク

トの絵として表現し設計への橋渡しとなるので，ゴー

ルモデル洗練パターンによる変換ルールにおいて，ロ

バストネス図も変換対象に加えることは有効と考える．

研究の範囲を広げていきたい．

また，本論文では，米国の銀行 ATMシステムを事

例として適用評価を行い，提案アプローチの効果的な

適用を確認した．適用結果のユースケースモデルは，

基準モデルに対する適合率，再現率ともにほぼ妥当な

値であり，提案アプローチの有効性を示している．適

合率や再現率のマイナス要因は，手動によるゴールモ

デリング結果に由来しており，被験者の知識や熟練度

に起因している．これらゴールモデリングの実施要領

を詳細に規定すれば改善できると思われるが，今後の

研究課題である．

今回の評価は一例に関するものであり，今後，その

他の事例についても評価していきたい．提案アプロー

チにおいて，導出したユースケース図と KAOS モデ

ルとの相互洗練は手動で実施したが，これをある程度

定型化することも今後の研究課題である．
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